
令和２年度第１回南丹市国民健康保険運営協議会 会議録

日 時 令和２年８月１２日（水） 午後２時００分から午後３時３０分

会 場 南丹市役所４号庁舎 ２階 会議室

出席者 <委員> （被保険者代表）：大嶋委員、今西委員、シャウベッカー委員、原田委員

（保険医及び保険薬剤師代表）：高屋委員、竹中委員

（公益代表）：廣瀨委員（会長）、木村委員（副会長）、八木委員、麻田委員

（被用者保険等保険者代表）：堀委員

<事務局> 今西市民部長

（市民課）：船越課長、山口課長補佐、八木係長、川口主任

（保健医療課）：磯部課長補佐

<関係課> 西田福祉保健部次長

（地域医療室):高屋係長

1.開会

2.あいさつ

市民部長： 令和２年度第１回国民健康保険運営協議会ということで開催いたしましたところ、大

変お忙しいなかご出席を賜り厚くお礼を申し上げます。

日頃は南丹市政、とりわけ国民健康保険事業運営につきまして、それぞれのお立場で

ご協力・ご支援をいただいておりますことに対しまして、改めて感謝とお礼を申し上げ

るところでございます。

今回、公益法人の委員交代があり、委員名簿９番の廣瀨孝人委員と１１番の麻田育良

委員に、今回新たにお世話になることになりました。宜しくお願いをいたします。

今年は、年明け早々から新型コロナウィルス感染が全世界に広がり、我が国におきま

しては、特措法に基づく緊急事態宣言が発出されるという事態になりまして、感染拡大

は元よりですが、社会経済活動に大きな打撃を受けたところであります。その影響は今

なお続いておりまして、終息の目途が立たないような状況であります

さて、国民健康保険制度は言うまでもなく、国民皆保険を支える最後の砦でございま

すけど、構造的な問題や財政基盤の脆弱性など多くの課題を抱えております。将来に渡

り、安定的な国保運営を確保するために、国や府に対して必要な意見や要望等を引き続

き行っていく所存でございます。

本日は、運営協議会の会長・副会長の選任をはじめといたしまして、南丹市国民健康

保険の状況についてご説明をさせて頂きますが、委員の皆様の忌憚のないご意見を賜り

たいと思います。

今後におきましても、皆様方の一層のご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げ

まして、開会にあたりましてのご挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いい

たします。

本日は本年度初めての協議会となりますので、事務局及び本日出席職員の紹介をさせ

ていただきます。

<事務局等自己紹介>

<出席状況の報告>
事務局： 欠席通告の委員は、鈴木委員と辰己委員の２名となっております。

規則第７条第２項の規定によりまして、本協議会が成立していることをご報告申し上

げます。

事務局： 規則第７条の規定により会議の議長は会長が行う事となっておりますが、公益代表の

委員の方に交代がありましたので、会長と副会長が不在の状況となっております。規則



上、ご選出いただく必要がありますので、会長選出までの間につきましては、市民部長

の方で議事進行を行うこととさせて頂いてよろしいでしょうか。

（確認）

それでは部長、よろしくお願いいたします。

<会議録署名人の指名>
市民部長： 規則第９条によって、今西委員、八木委員を指名させていただきます。

3.議事

（1）南丹市国民健康保険運営協議会会長及び副会長の選任について
市民部長： 会長・副会長の選任につきましては、規則第５条で公益を代表する委員から委員全員

の互選により選出することとなっております。委員の皆様のご意見を頂戴したく思いま

す。どのようにさせていただいたらよろしいでしょうか。

お声が無いようですので、事務局の方で選出案があれば、お願いいたします。

事務局： 事務局の方から案をご提示させていただきます。

会長・副会長の選出につきましては、規則第５条によりまして、公益を代表する委員

の内から委員全員の互選により、会長・副会長を選出することになっております。

これまでの慣例によりますと市議会の厚生常任委員会委員長に会長を、同副委員長に

副会長を選出頂いておりました。今回も同様に選任いただいてはどうかと考えておりま

すが、ご検討をお願いいたします。

市民部長： 廣瀨委員を会長に、木村委員を副会長に就任いただくこととしてよろしいでしょうか。

異議が無いようですので、当運営協議会の会長に廣瀨委員、副会長に木村委員を決定

いたしたく思います。

議長につきまして、会長に交代させていただきます。

会 長： 只今、事務局案ということで慣例になっておりますのが、市議会議員の厚生常任委員

会の委員長ということで、会長を仰せつかることになりました。よろしくお願いいたし

ます。

令和２年度第１回国民健康保険運営協議会を開催をいただきましたところ、委員の皆

様には大変お忙しい中、ご参加をいただいて大変ありがとうございます。

本年２月からコロナウィルスの感染の拡大が始まり、今日まで終息に至っていない状

況でございます。また本市におきましても、残念ながら陽性の方が出てしまいました。

市長を先頭に職員並びに保健所等、また病院・医療関係、福祉関係の方々、また市民の

方々にも日々ご努力をいただき、感染防止に取り組んでいただいておりますことに心か

ら感謝を申し上げるところでございます。

本日の会議におきましても十分な予防・対策をしていただいております。スムーズに

進めていきたく思っておりますので、ご協力のほど、よろしく申し上げます。

（2）令和元年度南丹市国民健康保険事業の概況について

事務局： 令和元年度南丹市国民健康保険事業の概況について、ご説明をさせていただきます。

資料は、１です。３ページの方の加入者の状況の方から進めさせていただきます。

平成２７年から令和元年度の年度末における被保険者数を示しています。平成２７年

度と比較いたしますと平成２７年度が８,３２６人、令和元年度末が７,１３３人という

ことで、被保険者数の全体数としまして、約１，０００人の減となります。割合としま

しては、６５歳から７４歳までの方が、４９．２％とほぼ半数を占めておりまして、平

成２７年度と比較すると５．３％の増となっています。６５歳から７４歳までの方が増

えるということで、特に比較における顕著な部分としましては、４０歳から６４歳まで

の方が３．７％減となっておりました。



続きまして、医療費の状況をご覧ください。

グラフを確認していただきますと、医療費の総額としては減少傾向にあります。被保

険者数の減少も一因かと思われます。ただし、１人あたりの医療費を見て頂きますと増

加傾向にあり、平成３０年度と令和元年度を比較すると、１人あたり約１０，０００円

の医療費が増加しているのが認められます。

続きまして、保健事業の状況について、ご説明をさせていただきます。

まず、糖尿病重症化予防の取り組みとしまして、人工透析への移行を防止し、健康増

進と生活の質の向上、健康寿命の延伸を図るため、国民健康保険加入者のうち糖尿病が

重症化するリスクが高い未受診者や、受診を中断されている方を医療に結び付けるため

に医療機関と連携して保健指導を行っています。実績としましては、未受診者の勧奨は

実施数４１人、その内受診された方は１１人です。治療中断の方への勧奨は１１人、そ

の内２人が受診されています。ハイリスク者対策の対象者数は１０人、その内、保健指

導を実施できたのは３人となります。

続きまして、特定健診及び特定保健指導についてとなります。２６年から３０年とい

うことで法定報告をした分についての特定健診の受診率につきましては、徐々に向上し

ていますが、現在は、横這いの状況です。しかし、特定保健指導の対象者への指導の終

了率が向上していることが見受けられます。

７ページは、スマホｄｅドックの取組みについてになります。２年目の事業となりま

した。若年層の健康意識を高め、将来の健康寿命や医療費の適正化を図るために若年層

の特定健診・メタボ予防検診の未受診者を対象として、スマホｄｅドックを実施いたし

ました。この事業が特定健診、メタボ健診への受診の動機付けとなるように取り組みを

行いました。検査の申し込みから検査結果の確認までをスマートフォンやパソコンで行

える簡単にできる血液検査です。対象は、令和元年度末に満３５歳から満４５歳になら

れる国民健康保険加入者のうち、メタボ健診・特定健診・人間ドックの未受診者、平成

30 年度にスマホ de ドック未受診者でした。対象者数は４７７人でありました。申し込

みされたのは１５人ということで、申込率は３．１％となっています。

続きまして、人間ドック利用助成となります。被保険者の病気の早期発見・予防によ

り健康増進を図っていただくために受診費用の助成を行っています。令和元年度は、京

都桂病院を契約医療機関に加えて実施いたしました。受診者の合計数は、４２９人とな

っております。大きくは増えておりませんが、確実に増加傾向にあります。

それでは保険税の状況についてご説明いたします。

資料は、９ページをご覧ください。本算定時点における保険税の状況でございます。

平成２７年度から令和元年度までを掲載しておりまして、被保険者数が年々減少してい

ることなどから、総額としましては年々減っておりました。１人あたりの保険税額は、

３０年度までは概ね同じ程度で推移しております。令和元年度につきましては、保険税

の税率を改正したこともありまして、被保険者数は減っておりましたが、総保険税額は

３０年度と比較して増加いたしました。また、１人あたりの保険税額も平成３０年度と

比べると大きく増加しております。

次に１０ページ、こちらは国民健康保険税の収納率の状況でございます。

現年度分につきましては平成２７年度から概ね９５％の収納率を維持しております。

滞納繰越分につきましては、平成２７年度の２５．５８％から上昇しておりました。昨

年よりやや下がりましたが、２８．６５％という収納率でした。

次に１１ページ、こちらは収納率向上のための取り組みを掲載しております。

平成２６年４月から滞納整理事務を京都地方税機構へ移管いたしました。平成２８年

１０月からは後期高齢者医療、介護保険などの保険料と合わせまして、コンビニ収納を

開始いたしました。平成３１年１月からは、クレジットカードによる収納の開始をいた

しました。これは、パソコンやスマートフォンから Yahoo の公金払いを利用することに

より、クレジットカードでの納付が出来るものでございます。平成３１年２月からはペ

イジー口座振替の受付を開始いたしました。これは、専用端末によりまして、今まで金

融機関で口座振替の申込みをいただいていたものが、市役所窓口で口座振替の申込みが

出来るようになりました。端末については、本庁・各支所に置いてあります。令和２年

１月からは、口座振替を原則化といたしました。年金からの特別徴収や口座振替が困難

な場合を除きましては、原則、口座振替での納付をしていただくようお願いをしており



ます。国民健康保険につきましては、転入や退職によって社会保険から国民健康保険に

加入されるという手続きが必ずありまして、その場合、必ず市役所にお越しいただくこ

とになりますので、その加入の手続きと合わせてこのペイジーを活用しまして口座振替

のお願いをしております。令和２年４月からは、スマートフォンアプリ決済を開始いた

しました。市税や保険料と併せまして、スマートフォンを利用して、納付書に記載して

おりますバーコードを読み取ることによって、ＰａｙＰａｙ、またはＬＩＮＥＰａｙな

どを利用して納付することが可能になりました。

国民健康保険税のご説明は以上になります。

続きまして、国民健康保険事業特別会計の令和元年度の収支についてご報告いたしま

す。

まず、歳入合計につきましては、３,６０２,８１１,７７４円となり、単年度収入は

３,５５０,９６６,５４２円となっております。基金繰入金は、１６,４１０,０００円

となります。前年度繰越金につきましては、３５,４３５,２３２円となります。

続きまして、歳出合計は３,５８７,９５９,０７４円となります。内訳につきまして

は、単年度支出が、３,５２４,９９０,０７４円となっております。基金の積立金は、

６２,９６９,０００円でした。

それらにつきまして、単年度の収支の差引額は、２５,９７６,４６８円、歳入歳出差

引額は、１４,８５２,７００円となりました。

以上が、令和元年度の概況報告となります。

議 長： 事務局の方から令和元年度の南丹市国民健康保険事業の概況についての説明がござい

ました。質疑につきまして、お受けいたします。

委 員： ３ページの加入者の状況で、元年度が７，１３３人で、人口の比率でいきますと、約

２３％、人口が３１，０００人弱とした場合、２３％程度ということで、市民の４人に

１人が国保加入者ということになるかと思いますが、その構成をどの様に把握しておら

れますか。恐らく全国平均でいきますと年金受給者の方が一番多くその次が非常勤就労

の方々が多いと思うんですけども、その辺りの状況をお教えいただければと思います。

それがなぜ大事かといいますと、本市の国保に加入されている方々の対応というか、姿

を把握しておくことは、国保財政自身がいかに厳しいかが見えてくるかと思います。ご

説明をお願いいたします。

すぐに答えが出そうにありませんので、全国の状況を代わりに紹介いたします。

全国平均でいきますと、年金加入者が全体の４割と言われています。非常勤就労者の

方が３割、残りが恐らく自営の方が中心になると思います。本市も多分同じ状況かと思

いますので、もし掴んでおられないのであればそういう状況把握をしておいていただき

たいと思います。この構成から考えるとまず言えるのは、年金受給者が４割ですので、

比較的高齢の方が多いというのは、６５歳以上が半分以上というのが見えてきておりま

すし、非常勤就労者・自営の方々の構成が低いということは保険税収入が決して高くな

いということが出てきますのでこれが全国の姿ですけども恐らく本市も同じような状況

にあると思われますので、そういった把握をしっかりとしていただくようにお願いして

おきます。

事務局： 就労形態等については出ているんですが、それを整理できていないということで、お

っしゃっていただいたとおり市内の就労状況というのは当然把握した上での運用にして

いかなければならないと思いますので、ご指摘の通りまたデータを把握していきたいと

思います。

（2）令和 2年の南丹市国民健康保険事業の概況について
事務局： 被保険者数の４月から７月までを表立てにしております。それを世帯数・被保険者数

という形で比較をさせていただいております。この表を見ていただきますと４月から７

月になると新規加入者よりも減少する数が、上回っております。また被保険者の構成を

見ますと、令和元年度については７０歳以上の方が２４．３％でしたが、令和２年度に

なると２６．４％と２％増加していることが見受けられました。

昨年度と違いますのが、一番右端をご覧いただきますと、退職被保険者数が昨年度は



同時期に８名でしたが、昨年度の１月に全ての方が６５歳を迎えられたということで、

現在は国民健康保険の退職被保険者の方はいないということになっております。

続きまして、医療給付の状況をご覧ください。令和元年度と令和２年度を同じ表にし

て比較しております。療養給付費は、月平均をそれぞれ比較しますと令和２年度は減っ

ています。ただ、高額療養費につきましては、増加していることが見受けられますが、

１人あたりの月平均につきましては、令和２年度は２１，５４５円となりまして、昨年

度と比較すると２００円ほど差が出ております。

保険税に関しましての説明をさせていただきます。資料は、１６ページをご覧くださ

い。こちらは保険税の状況ということで、今年の本算定時点での状況でございます。令

和２年度につきましては、令和元年度と同率の税率に据え置きをさせていただいており

ます。被保険者数が昨年度と比較しまして減少しておりますので、課税総額としては減

少しております。ただし、１人あたりの保険税は、令和元年の８５，５４１円から本年

令和２年度の８８，１８５円と１人あたりは増加しました。

次に口座振替の推進でございます。口座振替の比率が高い市町村は、収納率も高い傾

向にあるため、南丹市としましても口座振替を推進しております。口座振替の収納実績

時点での割合を掲載しておりますが、２７年度以降減少しておりましたが、昨年度につ

きましてはやや増加したという状況でした。今後、口座振替をどのようにして推進する

かということですが、元年度の状況でも触れましたが、転入・社会保険離脱による新規

加入時にペイジーの口座振替を活用して、原則口座振替での納付をお願いしており、ま

た、既に国民健康保険に加入しておられる方につきましては、今年度の納税通知書の発

送の際に、そこで納付書払いとなっている方につきまして、口座振替の依頼書とお願い

を同封させていただきました。今後もこのような取り組みを進めていきまして、口座振

替の割合を増やしていきたいと考えております。

続きまして、今般の新型コロナウィルスの関連支援事業についてご説明をさせていた

だきます。国民健康保険税に関しての支援事業を２点ご説明させていただきます。

まず、保険税の徴収猶予でございます。新型コロナウィルスの感染症の影響により、

事業収入や給与収入に相当の減少があった方につきましては、１年間徴収の猶予を受け

ることができます。この際、担保の提供は不要で、その猶予期間の延滞金は免除という

ことになります。対象者につきましては、新型コロナウィルス感染症の影響により、令

和２年２月以降の任意の期間において、事業等に関する収入が、前年の同期と比べて概

ね２０％以上減少していること、また一時的に納付することが困難であることが、対象

者の要件となっております。

続きまして、国民健康保険税の減免に関する内容になります。主たる生計維持者の方

が、新型コロナウィルス感染症により影響を受けた場合につきまして、申請により国民

健康保険税の減免を受けることができます。ここの主たる生計維持者というところです

が、国の示しております財政支援基準においては、世帯主ということに限っております

が、南丹市におきましては、同じ世帯の中で世帯主以外の方の国民健康保険に加入され

ている方が、その世帯の生計を主に維持していると認められる場合については、その方

についても、主たる生計維持者として、対象者としております。減免の内容につきまし

ては、まず新型コロナウィルス感染症の影響により主たる生計維持者が死亡、または重

篤な傷病を負った世帯の方につきましてはその保険税額を全額免除ということになりま

す。また新型コロナウィルス感染症の影響により主たる生計維持者の収入減少が見込ま

れる世帯の方につきましては、その主たる生計維持者や被保険者全員の前年の所得に応

じて、保険税の一部が免除となります。その収入減少の場合の要件につきましては、下

にありますように、主たる生計維持者の事業収入・不動産収入・山林収入または給与収

入が、次の要件の①から③の全てに該当する場合でございます。 ①が 事業収入等のい

ずれかが前年に比べて１０分の３以上減少する見込みであること。 ②が 前年の所得の

合計が１，０００万円以下であること。 ③が 収入減少が見込まれる種類の所得以外の

前年の所得の合計額が４００万円以下であること。と、なっております。保険税に関し

ましての支援事業は、以上です。

続きまして傷病手当についてご説明させていただきます。こちらは、新型コロナウィ

ルス感染症に感染された方・または症状があり感染が疑われた方に対して、療養のため

に仕事に就くことができなかった期間に対して、傷病手当を支給する内容になっており



ます。対象者は、４つの条件を満たす必要があります。国民健康保険の被保険者である

方、勤務先から給与の支払いを受けている方、新型コロナウィルス感染症に感染した・

または発熱等の症状があり感染が疑われたため療養し労務に服することができなかった

期間がある方、就労できなかった期間について、給与がもらえなかった・または一部し

かもらえなかった方、これらの条件を満たした方に対して、手当を支給するものです。

支給額としましては、申請の際に直近の継続した３か月の収入の合計額から就労された

日数で１日の平均額を出していただいて、その３分の２を支給対象となる日数でかけた

ものになります。休養された日から３日経過した残りを休養日数として計算します。た

だし、先ほども申し上げたように給与収入が保障されている方や、一部支給を受けるこ

とが出来た方などは、この傷病手当を受けることは出来ません。現在、この傷病手当を

申請された方はございません。傷病手当については、以上となります。

引き続きまして、財政調整基金の状況を説明させていただきます。合併後の平成１７

年度から現在までを示しておりまして、２９年・３０年・令和元年・令和２年の当初の

状況を記載しております。現在、１９９,８１８,７６３円となっております。今年度の

予算としては、２,５４４,０００円を積み立てる予定としておりまして、平成１７年度

末には ６億２,０００万円余りあった基金が、現在は約２億円となっております。

基金残高の推移を棒グラフで表しておりまして、見ていただくと分かりますようにＶ

字になっており、現在基金残高が増加してきている状況にあります。基金の状況につい

ては、以上となります。

続きまして、今後、皆様にお世話になる予定であります。１０月中下旬に国から納付

金等の仮算定に必要な仮係数の提示があります。１２月中旬、京都府の方から市町村に

納付金等の仮算定結果が通知されます。１２月下旬、国より納付金等の本算定に必要な

確定係数の提示があります。１月中下旬、京都府の方から納付金等の本算定がなされま

す。１月下旬、南丹市の方で本算定いたしまして納付金等を確認します。２月上旬、京

都府が市町村に納付金額と標準保険料率を提示し、公表することになります。皆様にお

かれましては、今後の運営協議会で率等を提示させていただきまして、市から国保運営

協議会へ諮問させていただきます。それをもちまして、協議会から市へ答申をして頂く

流れとなっております。３月下旬には、南丹市で税率改正があった場合は、市議会で審

議していただけるように提案することになっております。以上が、令和２年度の概況と

なります。よろしくお願いいたします。

議 長： 令和２年度の南丹市国民健康保険事業の概況につきまして、ご質疑を受けたいと思いま

す。

委 員： ２点、お尋ねいたします。

ご説明頂いた中で感染症対策の支援事業をいくつか挙げていただいたんですが、本市

の独自施策の部分ですと保険税の減免につきまして、対象者が国の方では世帯主として

いるところ、南丹市では主たる生計維持者という取り扱いを変えていて、これは独自施

策だと思いますが、ご説明頂いた施策の中で南丹市の独自の施策は他にあるのかという

のが１点。

傷病手当については、現時点で申請は無いということですが、それ以外の保険税の徴

収猶予や減免について現時点で相談はあるのかというのが１点。

これら２点についてお尋ねしたいと思います。

事務局： 南丹市の独自施策としては、主たる生計維持者の対象拡大以外はございません。

今現在で申請を受け付けております件数ですが、減免につきましては現在３３件、徴

収猶予につきましては、５件の申請がございました。ちなみに減免の３３件につきまし

ては、今ご説明いたしました世帯主以外の拡充を行いましたが、拡充して対象となった

方からの申請はございません。

委 員： コロナの関係で、国保の中で大切な予防事業というものが、大きな影響を受けたので

はと思っております。毎年４月・５月に健診があったと思うのですが、多分出来なかっ

たということで、地域内では健診が無くて残念という声も聞いておりますし、そういう

受けられなかった方に対しての対応や今後の予定を教えてください。

事務局： 4月と 5月に従来であれば、特定健診とがん検診を同時実施ということで各保健セン

ター・公民館を回って集団健診を行っているんですけども、残念ながら、新型コロナウ

ィルスの関係で、集団健診については中止させていただきました。今後ですが、何とか



集団という形で健診ができないかということで、健診の委託先の業者とも相談したり、

もちろん実施するとなると感染予防に十分注意しながらということになりますので調整

をしてきたんですが、今のところ、特定健診につきましては、医療機関の方で個別健診

という形で実施案内しております。従来であれば、個別健診は、５月から９月まで実施

期間となっているところを、船内医師会の先生方にもお願いをしまして、１１月までの

実施期間ということで、今年度は延長することにしております。

個別健診のある乳がん検診や子宮頸がん検診については、医療機関で受けていただけ

ますが、集団検診のみの胃がん・肺がん・大腸がんの各検診につきましては、何とか実

施できるよう調整が出来つつあります。１０月以降、年内に各町で一番広い会場を使っ

て集団によるがん検診を行う予定としております。そのお知らせについては、９月の市

民のお知らせに掲載する予定としております。

そのがん検診と同時に特定検診、あるいは特定検診だけ集団実施できないか業者とも

相談しましたが、業者自身も既に、会社健診などを回っていてスケジュールが一杯なの

で、このがん検診の日程を取るのが精一杯ということでお答えいただいておりますし、

がん検診と特定健診を同時にするということは予防の観点から言うと密集・密接が避け

られないということで、本当に残念ですが、今年度につきましては、集団による特定健

診は無しということにさせていただきたいと思います。

委 員： 新型コロナウィルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入減少が見込まれる

時の保険税の一部免除とありますが、どれくらいの免除の額を考えられて算定されてお

りますか。

財政調整基金の状況で過去に比べて財政調整２８年度・２９年度から３０年度と財政

調整基金が戻ってきているんですが、今後の計画としてはどういう考えがありますか。

事務局： コロナウィルス感染症の保険税の減免についてですが、収入減少が見込まれる世帯の

方につきましては、その事業所得が世帯のうちでどれだけの割合を占めていたかという

ことによって決まります。例えば単身の方で、事業所得しか無い方でコロナウィルスの

影響によって所得が減ったということであれば、昨年度事業所得しか上がってこない方

なので全額免除となる場合もあります。ご家族さんで色々な所得があったり世帯内の事

業所得が例えば３割だったならば、保険税が約３割減免となるという算定方式です。基

金保有額ですが、２９年度に９，０００万円程度に落ち込んで今は回復途中ですが、以

前は適正な基金の保有額目安があったんですが、それが過去 3年間における保険給付費

の平均年額の 5％以上に相当する額を積み立てることというのが、一つの目安として通

知がされていたんですが、今現在につきましては、保険者の規模等に応じて安定的、か

つ十分な基金を積み立てることになってきております。そのため、正確な目安の金額と

いうものは無いんですが、その以前の通知の目安から算定しました１９，０００万円程

度が適正な基金の保有額ということで、一つの目安としています。平成３０年度に国保

都道府県単位化になりまして、保険給付費も全額交付金で賄えるということもあって、

医療給付については今後心配する必要はありませんので、基金の保有額についても、今

後は再考する必要があると思いますが、今回のようなコロナウィルスの関係で所得が落

ち込んだりした場合、来年の保険税の確保が心配なところがありますので、そういった

時のために一定の基金は必要かと考えております。

委 員： 令和２年度の被保険者数が減っているということで、昨年度も減ってはいます。その

特徴が違うようなことを言われましたが詳細を尋ねてもいいでしょうか。

事務局： まず、令和元年度の内容になりますが、６５歳から７４歳の方が前期高齢者となりま

すが、こちらが半数を占めていると説明いたしました。こちらは違う表でして、前期高

齢者のうち７０歳以上も明記したものになります。

全体数としましては、６５歳以上の方が割合としては約半数を占めていますが、その

中でも今年と昨年度を比較した場合、状況として７０歳以上の方が増加していると見受

けられます。その他、未就学児については増減が少ないと見られますが、７０歳以上の

方の割合が、今後も増加すると予想されます。

基本的に年齢構成そのものが大きく変わるものではないですが、特徴的なものとして

出させていただいてるのが、７０歳以上がこれから増えていくであろうということです。

今申し上げたように、この表を見て頂くと他の所が数が減っている、あるいは変化が少

ないなかで、７０歳以上の増えかたが大きい。そのため前期高齢者、特に７０歳以上の



割合が増えているという分析をさせていただきました。

委 員： 脱退する方が多いというのは７５歳以上になったら脱退するということでしょうか。

事務局： 脱退する人が多いということではなく、国保から社会保険などに移る方が多いんです

が、新規加入者が少ないということです。なので脱退する方が急に多くなるわけでは無

いです。

委 員： 口座振替の推進ということで凄く良いことだと思いますが、３１年以降クレジットカ

ード払いやＰａｙＰａｙなどの支払いも同時にされているということで、ちょっと皮肉

な言い方をしますとクレジットカード払いができるということは、口座振替しない方が

有利だとかそういう発想になるのではと思いますが、どう整理をして考えておられます

か。クレジットカード払いは便利で良いと思いますが、当然コストも決済ラインの委託

などで掛かってくると思いますが、それによって収納率が上がるのか効果検証はされて

いるのでしょうか。

事務局： クレジットカードについてですが、正直に言いますと、国保に関して言いますと他の

市税などと比較しますと、割合としてそれほど高くはありません。ただ、クレジットカ

ード納付やＰａｙＰａｙなどでの納付につきましては、国保としては口座振替を推進し

ていきますが出来ない方もあったり、あるいは２４時間納付できるという収納機会の拡

大という面もありまして、そのような制度を導入しております。

委 員： 今後も効果とコストの比較を考えていただければと思います。

議 長： それではご意見も出尽くしましたので、これにて議事を終了させていただきたいと思

います。大変ご協力いただきましてありがとうございました。

これにて第１回南丹市国民健康保険運営協議会の議事を全て終了させていただきたいと

思います。

事務局： ありがとうございました。４その他に移らせていただきます。

①国保直営診療所について 福祉保健部地域医療室からご報告をお願いいたします。

4.その他

① 国保直営診療所について

地域医療室： 国保直営診療所についてご説明をさせていただきます。

本日皆様にご報告させていただきます内容につきましては、南丹市直営診療所の開

設、それに伴います条例の制定・一部改正があるというご報告でございます。

南丹市では、美山地域の医療の安定的かつ継続して運営していけるように、新たに国

民健康保険直営の診療所開設を目指しております。先に配布しております資料２をご覧

いただきたいと思います。直営診療所の開設につきましては、自治体立の病院・診療所

と国民健康保険診療施設（国保直診）がありますが、いずれも地域の医療水準の向上、

民間医療機関の開設に期待できない地域の医療を確保するために、設置、医療サービス

の提供が主な診療所の役割となっています。それに加えまして、国保直診につきまして

は、国民健康保険の理念であります「予防と治療の一体的提供」を行う目的で設置され

るものであります。

この国保直診のメリットですが、一つが地域包括医療ケア、これは保健・医療・福

祉・介護サービスを一体的・総合的に提供する仕組みですが、これにより市民の健康、

福祉の向上、またまちづくりに繋げていけます。

それと合わせまして、地方交付税の交付、その他国保直診が行います地域包括医療・

ケアの保健事業、そして施設整備等に対して国や国民健康保険から様々な助成を受ける

ことが出来るという２点がメリットとして挙げられております。

直営診療所を開設する場合につきましては、条例等の整備が必要となりますが、特に

国保直診の場合につきましては、国民健康保険の保険者としての市町村が国民健康保険

法第８２条の保健事業を実施する目的で設置するということでございまして、国民健康

保険条例等におきまして、その旨を規定することになっております。

１ 単一の市町村が国保直診を新たに設置する場合につきましては 3点ございまし

て、国民健康保険条例を改正して診療所事業を実施する旨の規定を追加すること、２点

目が新設する診療所に係る国民健康保険施設設置条例・規定等を制定すること、３点目

が診療所を開設する場合については、国民健康保険特別会計、現在事業会計があります



が、それに新たに直診勘定を設けて経理をするという整備が必要となります。

令和３年４月の国保直診の開設に向けまして、先に説明をしました３つの整備内容の

うち、南丹市の国民健康保険診療所条例の制定と南丹市の国民健康保険条例の一部改正

を行っていかなければならないということでして、この条例の一部改正につきましては、

現在直営診療所の運営形態等の確定をしておりませんので、当初９月議会の上程という

思いもございましたが、９月議会の当初上程は行わずに、追加上程もしくは１２月の議

会に上程していくということで現在事務を進めております。

以上、簡単ではございますが、南丹市直営診療所の開設に係る条例の制定並びに一部

改正についての説明とさせていただきます。

事務局： ご質問等ありましたらお受けしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。

委 員： 新しく出来る直営診療所の診療内容や運営形態、どういった内容を含んだ形で国保直

診として運営を考えているのかは、今説明がありましたように、国保直診が取り組む地

域包括医療・ケアという事が継続されていくなら非常にありがたいです。

保健と医療と福祉が一体になって望むところと思いますので、そういう運営方針や形や

理念などがあれば教えていただきたいです。

地域医療室： 今、新たな直営の診療所につきましては、先ほどもご説明しましたように、地域包括

医療・ケアの拠点として進めていくという事でございます。今、医療、合わせて福祉、

そして保健予防という部分も進めていきたいというふうに思っております。

美山地域全体を団体や企業なりのそれぞれが持つ機能を活かしながら、美山全体で考

える地域包括ということでの提供をできる拠点として考えておりますので、今その方向

に向けて検討しております。

事務局： それでは、ご質問も無いようですので、次の②その他に移ります。

②その他

事務局： 今年度の協議会の日程の確認をさせていただきたいと思います。

次回の協議会は京都府から示される納付金等の仮算定の結果を元に来年度の国保の保

険税率について検討していただくため、１２月中旬から下旬の間に開催を予定しており

ます。また、１月下旬に京都府から提示されます確定納付金と標準保険税率を元に、１

月末から２月上旬の間に第３回の運営協議会を開催させていただき、保険税率の決定、

市への答申を頂く流れで考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

他に全体を通しまして、何かございませんでしょうか。

それでは特に無いようですので、閉会にあたりまして木村副会長の方からご挨拶を賜

りたいと思います。

5.閉会
副会長： 大変お疲れ様でした。

国保は極めて大切な制度でございます。市民の４人に１人が加入されているような制

度です。入っている方々の姿や年齢層を考えますとなかなか保険税収入が入ってこない

一方で、医療費が沢山かかる。そういう構造的な問題を持っていますので、市町村だけ

が頑張ってもどうしようもない一面もあります。その点では、協議会としても国に対し

てこういうことを手当すべきだということが、ご意見として挙がってくるのであれば、

それも１つのやり方かと思います。今後ともよろしくお願いいたします。

本日はありがとうございました。


